経済史講義メモ（20040525）

前回のエッセンス・・・近代産業資本主義の歴史的（人類史的）特質は何か？

　　　　　　　　　　　　　　Ar(労働者)(＝v)　　　　　　　　　    ｍ＝剰余価値

近代産業資本　G(貨幣
)－W(商品
)　　　・・・・P(生産過程
)(c＋v＋m)・・・W’―G’
　　　　　　　　　　　　　　Pm(生産手段)（＝ｃ
）　　　　　　　v＋m＝付加価値

産業資本と違って、

商業資本G－W－G’　　(商品＝貨幣関係とともに古い時代から世界各地で存在・・流通、買いＧ－Ｗ
と売りＷ’－Ｇ’
で商業利潤を獲得)

利子生み資本G－G’　　(商品＝貨幣関係とともに古い時代から世界各地で存在・・貸借・・貸しと借りの時間的差で利子を獲得)

生産過程(生産性向上、新しい技術の開発・改善の蓄積など)の決定的重要性を強調

生産過程で「新しいもの」を生み出し創造し、価値を付け加え、その価値創造・価値増加した商品を販売するという産業資本の原理。

その点で（生産過程の重要性を真正面から見据える点で）、戦後日本の重要な特質の解明： 

藤本 隆宏『能力構築競争－日本の自動車産業はなぜ強いのか―』中公新書、2003年・・・・・・学生諸君、是非、一読を！

以下、若干抜粋的に紹介しておこう。景気回復が顕著な現在、本書は非常に理解されやすいのではないか。

序章　もの造り現場からの産業論

　

p.3 もの造り
経営学の視点から
　　　技術・生産管理論（TOM）の見地・・・企業にある工場や製品開発の現場において、いかにして生産性・品質・迅速性・柔軟性などのレベルを維持・向上させていくかを考える。

p.4 日本の製造業は本当に没落したのか
　　日本のあちこちにある、一流の｢もの造り現場｣の正味の実力は、1990年代においても高まり続けており、欧米有力企業や中国生産拠点の追い上げにもかかわらず、この面での優位性は揺らいではいない。・・・例えば自動車産業,の｢一流の現場｣に関するかぎり、このことは、ハーバード大学やMITとの国際比較調査で収集した統計データとも、現場の実務家による自己表とも符合する。

p.8 日本の自動車産業においては、バブル経済後の急激な環境変化に対応しきれずに生産・開発現場が方向性を見失い右往左往していた時期は、筆者の評価では1990年代前半、せいぜい1993－94年ごろまでである。1990年代後半は、例えばトヨタ自動車の場合、設計合理化だけで年間1000億円以上のコストダウンを毎年続けており、組立生産性も業界平均で20％以上改善されたというデータがある。仕様決定からの開発期間も業界平均で3分の2程度にまで短縮化している。

p.9 競争優位の源泉を探る
　　戦後日本のもの造りシステムの形成を支えた動態的なメカニズム・・・｢能力構築競争｣・・・これが｢もの造りの競争優位｣をもたらした。

p.10　標準的な経済学の教科書が説く｢価格競争｣だけでは、20世紀後半の産業競争の実態は解明できない。

「能力構築競争」がもっとも盛んに、しかも長期にわたって行われた産業・・・自動車産業

　トヨタ生産方式、TQC(全社的品質管理９、トヨタ自動車・本田技研などに代表される統合型の製品開発システム、サプライヤーシステムなどは、日本型の統合型ものづくりシステムと総称されるべきもの・・・・「20世紀後半の日本が世界に向けて発信できた数少ない知的資産の一つ」
第1章 自動車産業における競争の本質　

p.13 戦後日本企業の能力構築競争
　

　　「能力構築競争」とは、企業が開発・生産現場の組織能力を切磋琢磨し、工場の生産性や工程内不良率や開発リードタイム(開発期間)など、顧客が直接評価しない｢裏方｣的な競争力指標における優劣を、まじめに、かつ粘り強く競い合うこと・・・価格競争のように、顧客が購買の際に評価する指標を直接的に競い合う競争とは趣をことにする、長期的動態的な企業間競争。

20世紀後半における日本の自動車産業・・・能力構築競争を主たる駆動力とする産業進化・・・自動車産業を初めとする戦後日本の一部の製造業における国際的な競争優位の源泉

p.16-17 日本の自動車産業の発展プロセスには、戦後日本の産業一般の成長と同一視できない、ある種のユニークさがある。それはこの産業がもつ独特の「粘り強さ」｢しぶとさ｣に由来。

　日本の自動車産業は、世界中から｢グローバルスタンダード｣とみなされるような強力な生産システムを構築するにいたり、これを武器に、当初は輸出拡大、続いて生産システムの海外移転を果たした。ほとんどの日本自動車メーカーは、21世紀初めの時点でも、組立現場の生産性や製品開発のスピードでは、依然として世界をリードする先頭集団を形成。

　日本型の自動車生産システムは、トヨタ生産方式、ジャストインタイム、TQCなど、さまざまなコンセプトで海外に紹介され、欧米ライバル企業によるそれらの学習は21世紀に入っても続いている。国際的に強い業種は他にもあるが、自らの生産システムを｢グローバルスタンダード｣化し、世界に発信するところまで持っていった産業は、日本では稀有である。

p.17 自動車国内生産の量的成長は、1990年を境に止まったが、生産・開発・部品調達などオペレーションの｢質｣の面では依然として世界をリード。

　2000年代に入ると、日本経済全体が危機的ともいわれる状況に陥るなかで、大半の企業が史上最高益を出し、アメリカ市場での日本車のシェアも2002年に最高水準を記録・・・突出した国際競争力。

p.17-18 貿易収支などに現れる日本の産業競争力の強さは、GNP(国民総生産)の20％程度を占める製造業、特にその中の半分程度を示す｢輸出指向型｣製造業における生産性、あるいは品質なども含めた総合的な国際競争力の高さに依存。大きなくくりでいえば、自動車、二輪車、家電・エレクトロニクス機器、カメラや複写機などの精密機械、一般機械、これらの機械の関連部品、および鉄鋼、一部の化学製品(半導体材料、フィルム、タイヤなど)が、国際競争力の相対的に強い部門に分類される。

　

p.20 過剰反応を超えて

　自動車産業ももちろん問題山積・・・ブランド力、戦略構想力

　　戦略ミスから業績を落とし、外国企業の資本参加を仰ぐ企業も増えた。

p.21 

21世紀に入った現在、硬直的な｢日本企業システム賛美論｣はもはや通用しないが、さりとて自信過剰から自信喪失へと右往左往するのも感心しない。変化の大きい時期だからこそ、安定した歴史観に根差した視点が必要。

· ・・20世紀後半にわが国の自動車産業が達成したものを冷静に分析し評価することからのみ、21世紀におけるこの産業の処方箋、さらには日本の製造業や産業全体への指針が得られると考えるべきだろう。　

p.22 「両面戦略」・・・日本企業は、概してアメリカなど海外企業から熱心に学ぶことを発展の原動力としてきたし、今後もそうあるべきだ。・・・日本型自動車生産システムにしても、その源流がフォードシステムであることは歴然としている。

　他方で、20世紀後半に、自動車など一部の日本企業が蓄積してきた強みを改めて再評価し,概念化し、その強みを前提にした上で、21世紀前半、外国から何を学ぶべきかを考えるべき。

· ・・｢得意技を最大限活かし、苦手な分野は他から学び、将来に備える｣という「両面戦略」

p.24 本書のキー概念｢組織能力｣と｢能力構築競争｣

結論のあらすじ（抜粋）

1 日本の自動車企業、とりわけ競争力の安定した強さをみせてきたトヨタ自動車の生産・開発システムは、全体として一体となったトータルシステムとして、競争力を発揮する能力を持ってきた。その強さは、組織能力という概念で説明である。さらに細かく言えば、｢もの造り能力｣｢改善能力｣｢進化能力｣の三階層からなる組織能力の体系として、具体的に説明できる
。

2 20世紀後半の日本企業は、特に統合的な設計・製造・問題解決で高い能力を持つ傾向があった。この種の統合的な組織能力は、部品間の緊密な相互調整を必要とする、統合的なアーキテクチャを持つ製品、例えば自動車で発揮される傾向があった。つまり、この時期の日本企業が蓄積した｢統合的な組織能力
｣と統合型(擦り合わせ型（アーキテクチャの製品とは、いわば相性がよかった。　

3 日本自動車企業の｢もの造り能力｣や｢改善能力｣は20世紀後半に、創発的なプロセス、つまり、当事者が必ずしも事前に意図していなかった経路で、徐々に、累積的に形成された
。したがって、他の企業が、これを事前に察知することはきわめて困難だったし、競争力格差に気づいた後も、その組織能力の総体を把握することは難しかった。しかし、少なくとも事後的には、これは能力構築競争のプロセスにほかならない。

4 欧米自動車企業は、日本企業が多分に創発的に形成した生産・開発システムを、時間をかけて解読し、概念的にシステム純化し、これをパッケージ化し、トップダウン式に普及させることを通じて、｢対日逆キャッチアップ｣を試みた
。20世紀末の段階で、このキャッチアップは部分的に達成された。

5 日本の自動車企業は、1990年代末の時点で、平均すれば生産・開発面のパフォーマンスの優位を保っている。しかし、それを活かし、最終損益に結びつける戦略構想能力が不十分な場合が多い。この点の強化が21世紀に向けての日本の製造業全体
の課題。

第2章 能力開発競争とは何か

１　能力開発競争とは何か

組織能力　

・・・p.28 その企業独特の組織ルーチンの束が、ライバルをEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(しの),凌)ぐ成果をもたらしている場合、そうしたルーチンの体系を、全体としての｢組織能力｣と呼ぶ。

つまり｢組織能力｣とは、①ある経済主体が持つ経営資源・知識・組織ルーチンなどの体系であり、②その企業独特のものであり、③他者がそう簡単にはEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(まね),真似)できない(優位性が長もちする)ものであり、④結果としてその組織の競争力・生存能力を高めるもの

企業は、技術開発、デザイン、生産、調達、販売・マーケティング、物流、財務、法務、戦略構想など,さまざまな面で組織能力を蓄え、他の企業に差をつけることができる。このうち本書で注目するのは、いわゆるもの造りの組織能力、つまり生産・製品開発・部品調達などの現場のオペレーションの能力である。

「製品＝情報＋EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(メディア),媒体)」の発想・・・企業の内部や市場との間を血液のように循環する｢製品設計情報｣の流れに注目・・・・企業の深層部分にある「もの造りの組織能力」を、製品設計情報のやり取りを間断なく行う一種の｢情報システム｣とみなす。

　企業が日々生み出す製品を「製品設計情報が素材すなわちEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(メディア),媒体)の中に埋め込まれたもの」とみる。

　最終的に製品のなかに埋め込まれるそうした設計情報が、どこで生まれ、どこで育ち、どこに溜まり、どこを流れてきたか、その経路をたどってみる。その結果として見えてくる、情報創造と情報転写のマップ、それが企業の｢もの造り｣活動の見取り図である
。

　p.30「世の中のすべての産業は広義の情報産業」

p.31 生産とは設計情報の転写である

「製品＝情報＋EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(メディア),媒体)」・・・製品開発とは設計情報の創造、また生産とは工程から製品への設計情報の転写・・・製品設計情報は企業の製品開発活動を通じて創造され、いったんは生産工程に分散配備され、最終的に工程から素材・仕掛品（作りかけの半製品）に転写されて、実物の製品として成就する。この最後の転写作業が｢生産活動｣。

p.33　企業の「もの造りの組織能力」とは、結局のところ、顧客を引きつけ満足させる製品設計情報を、いかに上手に創造し、それをいかに上手に素材に転写するかに関する、その企業固有の能力のことである。

� ｖ部分は労働者の賃金として支払うものと同じ価値。


　ｃ部分は原料や機械(その減価償却部分)で、他の資本・企業に支払うものと同じ価値。


　ｍ部分だけが、この生産過程での純然たる増加部分。そこで、剰余価値という。


ｍ＝剰余価値は、利息(借入金に対するもの)、租税(政府に対するもの)、地代、配当(株式資本にたいするもの)や役員特別賞与、内部留保（将来の投資のための蓄積）などに分かれる。


� 現代産業資本の主要な企業（法人企業）の貸借対照表を見るとわかるが、法人資本（法人企業）は、株式資本（株主）と借入金（長期短期に金融機関から借り入れる資金＝負債や一般から公募する社債＝負債など）を元手に、それを投資して資産を購入し、生産活動を行っている。





� 産業資本は、労働者（＝ｖ）を雇い(すなわち労働力商品を購入し)、生産手段(＝ｃ、工場機械設備のような固定資本と原料・補助財・電流・燃料などのような流動資本)を購入して、物やサービスの生産を行う。





� 産業企業の全体・・・生産過程における産業の指揮者・経営者と労働者・勤労者の全体としての生産活動・価値創造活動・価値増加活動。





� ｃ＝それ自体の価値は、生産過程の始まる前と終了時点で変化がなく、コンスタント。


　原料・補助材料など流動資本と機械・工場設備など固定資本部分（その償却費が生産物の価値を構成することになる）。


� ＊労働者を雇う人事部の能力が問われる・・いい人材を適正な価格（労賃・給料）で見つけることは会社にとって重要。


　＊原料・補助材料・機械設備など、いい品質のものを適正な価格で仕入れる能力は企業にとって重要。　


� 「売り」、すなわち、マーケッティングが優れているかどうかは、企業にとって重要。


　販売店戦略、販売における割賦制、クレディットの活用（金融機関との提携）など。





� 本書で｢もの造り｣と呼ぶのは、生産のみならず、製品開発や購買など、製品が出来上がるまでの価値創造活動を総称する、広義の概念である。


　


　「価値創造活動」という用語はまさに、労働(仕事・活動)こそが価値創造の源泉であること、また、価値の実体が労働であることを示す。


ただし、労働には二重性がある。有用労働(使用価値・効用を作り出す側面)と価値創造・価値実体(すべての人間労働に共通する実体＝価値＝価格で表現されるものの実体)形成の面とである。　





� 戦後日本経済史の一重要側面


� 伊丹敬之『� HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/exec/obidos/ASIN/4532191173/qid=1085381671/sr=1-37/ref=sr_1_2_37/249-1815743-3961932" ��人本主義企業�』が指摘するように、戦後日本企業の特質としての「従業員主権」、経営の民主化（企業民主化）、「人本主義企業システム」という側面も、｢改善｣｢進化｣の重要な一決定要因であろう。


　


� ｢統合｣｢すり合わせ｣は、まさに「従業員主権」｢人本主義｣がないと緊密なものとはなりえなかっただろう。その意味で、伊丹説と相補う関係にあると思われる。


　すでに、前回の講義で上げた伊丹の『人本主義』（日経ビジネス文庫）のほか、同じ伊丹の『日本型コーポレートガバナンスJapanese Corporate Governance ―従業員主権企業の論理と改革』日本経済新聞社、2000年（第4刷、2002年）を読んで考えてみる必要がある。


「まえがき」冒頭に言う。


　「コーポレートガバナンスは企業経営の根幹である。その根幹のあり方が大きく注目されている。株主はサブ、従業員をメインにコーポレートガヴァナンスを考えると,企業は発展し、その結果、株主にもきちんとメリットが生まれる。日本企業にはその考え方が似合っている。この本の基本的メッセージのシンプルなまとめである」と。


　「流行の『株主重視経営』とはまったく異なった意見」


　「私は13年前と同じように、従業員主権が十分に経済合理性の高い原理だと思っている。」


　「私の目の前に、いま古い本のコピーがある。本のタイトルは『企業民主化試案―修正資本主義の構想』。発行、昭和22年11月15日。編者は経済同友会企業民主化研究会。実質的な著者は、大塚萬丈氏（当時の経済同友会代表幹事）である。おどろくべきことに、日本経済の混乱を打開する処方箋として、いちはやく従業員主権に類似した概念にもとづく企業改革を提言している。・・・・それから53年後の2000年の同じ晩秋に、私の本・・・私の考えの基本は、大塚氏のそれと重なる。私は独立に考えたつもりではあるが、しかし結局は同じ様なことを戦後の50年が経て私は考えているようだ。」





　「序章　日本型ガバナンスの重い堆積」


　「企業はカネの結合体でもあるが、同時にヒトの結合体でもある。二面性を持っている。その中で、どうして資本、それも株式資本を優先的に遇する必要があるのか。むしろ、企業の競争力の源泉は結局誰がつくるのか、を考えれば、従業員を大切にする議論の方がシンプルな説得力がある。・・・


　カネには競争力の源泉はつくれない。せいぜい設備や技術を買えるだけである。真の競争力の源泉は、コミットして働いてくれる従業員の知恵やエネルギーにある。それなら、彼らが企業にとってのメインの存在として扱われる方が、合理的ではないか。もし論、企業には株主も必要である以上、彼らを軽視するのは間違いだが、彼らを優先する必要があるのか」。





　株主代表訴訟が数多く出されるように、企業経営者が株主の利益を損なうような経営行動をとる場合も多々ある。


　そうした株主代表訴訟で訴えられるような企業は、「従業員主権企業」であるのか、企業民主化は実現しているのか、そうではなくて経営者独裁的な企業なのか。検討が必要であろう。





� 「創発的なプロセス」による能力構築の｢累積｣は、経営者・労働者全体の従業員としての有機的連携が前提となろう。その意味での｢人本主義｣（伊丹敬之）が前提となろう。その点が、欧米の企業との一つの重要な違いということにもなろう。





� この外から持ち込む方式の限界、｢トップダウン式｣改善がもつ狭さ・弱さが、欧米企業にあるだろう。


� 日本の大学もそうかもしれない。


大学改革における戦略構想能力はどうなっているか？


技術的行政的なトップダウン方式から戦略構想能力は生まれるか？


� 以上のような製品の定義、製品ぬ埋め込まれた情報の収集や埋め込みといったことのすべてが、人間の頭脳労働＝精神労働によって行われる。


　現代的生産における頭脳労働・精神労働の決定的な重要性・・・感性・知性・知的能力・精神力の重要性。精神の自由で活発な活動、頭脳の生き生きとした活動の必要性と重要性。


精神労働を行う頭脳の活動・健康状態が決定的に重要・・・頭脳をささえる肉体・全身の重要性(スポーツなどによるリフレッシュ・活性化)　








PAGE  
1

